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＜調査概要＞ 

◆調査目的  会員企業の景気判断や経営の実態について把握するため、大阪商工会議所と関西経済連

合会が、四半期ごとに標記調査を共同で実施。 

◆調査期間  ２０２２年８月１８日（木）～９月１日（木） 

◆調査対象  １,５４８社（大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業） 

◆調査方法  調査票の発送・回収ともにファクシミリおよびメール 

◆有効回答数 ２９７社（有効回答率１９．２％） 

 

【調査結果の特徴】 

１ 国内景気について （単数回答）  

～３期連続マイナス。大企業はプラスを維持、中小企業はマイナス幅を拡大 

○ ２０２２年７～９月期における国内景気は、ＢＳＩ値（「上昇」回答割合－「下降」回答割合）は 

▲６．８と、前回調査（▲３．０）からマイナス幅がやや拡大し、３期連続マイナス。 

○ 先行き１０～１２月期はＢＳＩ値１１．６とプラスに転じ、２０２３年１～３月期はＢＳＩ値５．

２とプラス幅は縮小するものの、先行きの景況感は改善が続く見込み。 

○ 規模別では、足もとのＢＳＩ値は、大企業が４．５と２期連続のプラスである一方、中小企業はＢ

ＳＩ値▲１６．０と３期連続のマイナス。 

 

２ 自社業況について （単数回答）  

～大企業はプラスに転じる一方、中小企業はマイナス幅を拡大 

○ ２０２２年７～９月期における自社業況について、ＢＳＩ値は▲４．１と、前回調査（▲８．０）

からマイナス幅が縮小したものの、３期連続マイナス。 

○ 先行き１０～１２月期はＢＳＩ値１２．２と改善が見込まれるものの、２０２３年１～３月期はＢ

ＳＩ値▲１．４とマイナスに転じる見込み。 

○ 規模別では、足もと７～９月期は大企業が８．３と２期ぶりのプラスに転じた一方、中小企業は▲

１４．１とマイナス幅を拡大。 

 

「第８７回経営・経済動向調査」結果について 
７～９月期自社業況 大企業はプラスに転じる、中小企業はマイナス幅を拡大 
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３ 製・商品の価格について （単数回答）  

～ＢＳＩ値は４１．５となり、調査開始(２００１年１～３月期)以来最高値 

○ 足もとのＢＳＩ値は４１．５となり、 ２００１年１～３月期の調査開始以来最高値だった前回調

査（３８.４）を更に上回った。 

○ 先行きは、１０～１２月期（３７．１）、２３年１～３月期（２６．１）と引き続き高水準で推移

するものの、上昇超過の幅は縮小する見込み。 

 

４ 仕入れコスト、物流コスト等の上昇について  

（１）仕入や物流コスト等の上昇分の価格転嫁状況（単数回答） 

～一部で価格転嫁は進みつつあるが、転嫁率が半分以下の企業が約半数 

○ 原材料や資源・エネルギー価格の高騰、円安等による仕入れコストや物流コスト等の上昇分をどの

程度価格転嫁できているか尋ねたところ、「転嫁できていない（０％）」が１６．５％、「２５％未満」

が１８．９％、「２５～５０％未満」が１４．５％と、転嫁率が半分以下の企業が約半数であった。

他方、「５０～７５％未満」は１６．８％、「７５～１００％未満」は１１．８％、「完全に転嫁（１

００％）」は５．７％となり、約 1／３の企業では価格転嫁が進みつつあることが示唆される。 

 

（２）十分な価格転嫁が難しい理由 
（（１）にて価格の転嫁割合が０％～１００％未満と回答した企業２３３社、当てはまるものを３つまで回答） 

～「コスト上昇の速度が速く価格転嫁が追いつかない」が最多 

○ 仕入れコスト、物流コスト等の上昇分の価格転嫁が難しい理由について尋ねたところ、「コスト上

昇の速度が速く価格転嫁が追いつかない」が４９．８％、「取引先との価格交渉の結果」が４６．

８％となった。 

 

（３）価格転嫁以外に取り組む対応策について（当てはまるものを３つまで回答） 

～「その他経費削減」が最多、「製商品・サービス内容の見直し」が続く 

○ 仕入れコスト、物流コスト等の上昇を受け、価格転嫁以外に取り組んでいる、または取り組む予定

の対応策について尋ねたところ、「その他経費削減」が４１．８％で最多となった。以下「製商品･

サービス内容の見直し」（３３．７％）、「調達先や方法の変更」（３２．３％）、「調達品目の見直し

（代替品等）」（２９．０％）が続く。 

○ 業種別にみると、製造業は「調達品目の見直し（代替品等）」が４４．４％と非製造業の２０．１％

に比べ２倍以上の回答があった。 

 

 

＜添付資料＞ 

・資料１「第８７回経営・経済動向調査」結果概要 

・資料２「第８７回経営・経済動向調査」結果集計表 

 

以上 
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＜概 要＞
調査対象：大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業 １,５４８社
調査時期：２０２２年８月１８日～９月１日
調査方法：調査票の発送・回収ともにファクシミリおよびメール
回答状況：２９７社（有効回答率１９．２％) （大企業：１３４社、中小企業：１６３社）

企業区分は、中小企業基本法に準拠し、次を中小企業とする。
（製造業他：資本金3億円以下、卸売業：資本金1億円以下、小売業・サービス業：資本金5千万円以下）

 規模・業種別回答状況：

第８７回経営・経済動向調査

＜目次＞
１．国内景気 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２
２．自社業況 総合判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
３．自社業況 個別判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
４．仕入れコスト、物流コスト等の上昇について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６
参考（BSI値の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９
参考（国内景気判断と自社業況判断の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

大阪商工会議所 公益社団法人 関西経済連合会

※グラフの数値は、端数処理（四捨五入）の関係で、文章の数値と一致しないことがあります。

大 企 業 中小企業 計 大 企 業 中小企業 計
食料品 2 4 6 卸 売 業 19 45 64
繊維工業・製品 4 1 5 小 売 業 5 7 12
パルプ・紙製品 1 2 3 出版・印刷 0 4 4
化学工業 10 9 19 建設業・各種設備工事 16 15 30
鉄鋼 3 8 11 不動産業 6 5 11
非鉄金属・金属製品 5 8 13 運輸・通信業 5 6 11
一般機械器具 1 5 6 金融・保険業 13 0 13
電気機械器具 6 4 10 電気・ガス・水道業 1 0 1
輸送用機械器具 1 0 1 サービス業 24 18 42
精密機械器具 1 2 3
その他製造業 11 20 31

計 45 63 108 計 89 100 189 

製造業 非製造業



2

-29.5 -28.6 

-14.4 

30.4 

-20.3 

-3.0 -6.8 

11.6 
5.2 

-40

-20

0

20

40

2021/1-3 4-6 7-9 10-12 2022/1-3 4-6 7-9 10-12 2023/1-3

全 体

今回調査

-21.3 -22.9 

-7.1 

43.0 

-17.2 

10.5 4.5 14.5 14.7 

-36.5 -33.3 
-20.7 

19.6 

-22.9 -12.4 
-16.0 

9.3 
-2.5 

-60

-40

-20

0

20

40

60

2021/1-3 4-6 7-9 10-12 2022/1-3 4-6 7-9 10-12 2023/1-3

大企業
中小企業

-12.0 
-19.6 

-8.0 25.9 -10.7 
-4.4 

-8.3 
10.2 -0.0 

-42.2 
-34.8 

-18.2 

33.0 

-26.2 

-2.1 

-5.9 
12.4 8.2 

-60

-40

-20

0

20

40

60

2021/1-3 4-6 7-9 10-12 2022/1-3 4-6 7-9 10-12 2023/1-3

製造業
非製造業

＜足もと＞
２０２２年７～９月期における国内景気

は、前期と比べ「上昇」と見る回答が１５．
９％、「下降」と見る回答は２２．６％。
この結果、ＢＳＩ値（「上昇」回答割合

－「下降」回答割合、以下同じ）は▲６．
８と、前回調査（▲３．０）からマイナス
幅がやや拡大し、３期連続マイナス。

＜先行き＞
先行き１０～１２月期はＢＳＩ値１１．

６とプラスに転じ、２０２３年１～３月期
はＢＳＩ値５．２とプラス幅は縮小するも
のの、先行きの景況感は改善が続く見込み。

＜規模別＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は、大

企業が４．５と２期連続のプラスである一
方、中小企業はＢＳＩ値▲１６．０と３期
連続のマイナス。
先行きのＢＳＩ値は、大企業は１０～１

２月期、２３年１～３月期とプラスで推移
。中小企業は１０～１２月期にプラスに転
じた後、２３年１～３月期はマイナスに転
じる見込み。

＜業種別＞
足もとのＢＳＩ値は、製造業、非製造業

ともにマイナス幅が拡大。先行き１０～１
２月期にプラスに転じるものの、２３年１
～３月期にかけてプラス幅が縮小する見込
み。

１．国内景気

－３期連続マイナス。大企業はプラスを維持、中小企業はマイナス幅を拡大－

今回調査
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２．自社業況 総合判断
－大企業はプラスに転じる一方、中小企業はマイナス幅を拡大－

＜足もと＞
２０２２年７～９月期における自社業況の

総合判断は、前期と比べ「上昇」と見る回答
が１９．３％、「下降」と見る回答は２３．
３％。
この結果、ＢＳＩ値は▲４．１と、前回調

査（▲８．０）からマイナス幅が縮小したも
のの、３期連続マイナス。

＜先行き＞
先行き１０～１２月期はＢＳＩ値１２．２

と改善が見込まれるものの、２０２３年１～
３月期はＢＳＩ値▲１．４とマイナスに転じ
る見込み。

＜規模別＞
足もとのBSI値は、大企業が８．３と２期ぶ

りのプラスに転じた一方、中小企業は ▲１４
．１とマイナス幅を拡大。
大企業は、先行きプラス圏を推移する見込

み。中小企業は、先行き１０～１２月期には
９．３とプラスに転じるものの、２３年１～
３月期には▲１０．５とマイナスに転じる見
込み。

＜業種別＞
足もとは、非製造業のＢＳＩ値が▲１．１、

製造業は▲９．３とマイナス幅が縮小するも
のの、マイナス圏を推移。
先行きは、非製造業はプラスを推移し、製

造業は１０～１２月期はプラスに転じるも、
２３年１～３月期は再度マイナスに転じる見
込み。
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３．自社業況 個別判断
－ 生産・売上高は３期ぶりのプラス、製・商品価格のBSI値は過去最高値を更新 －

＜生産・売上高＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は５．３とな

り、３期ぶりのプラス。
先行きは１０～１２月期（１６．１）、２０２

３年１～３月期（５．０）とプラス圏を推移する
見込み。

＜経常利益＞
足もとのＢＳＩ値は▲１１．２と、前回調査

（▲１６．０）からマイナス幅が縮小したものの、
３期連続のマイナス。
先行きは、１０～１２月期（▲０．３）、２３

年１～３月期（▲５．５）と引き続きマイナス圏
を推移する見込み。

＜製・商品の価格＞
足もとのＢＳＩ値は４１．５となり、 ２００

１年１～３月期の調査開始以来最高値だった前回
調査（３８.４）を更に上回った。先行きは、１
０～１２月期（３７．１）、２３年１～３月期
（２６．１）と引き続き高水準で推移するものの、
上昇超過の幅は縮小する見込み。
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＜雇用判断＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は▲２０．

６と前回調査（▲２０．１）に続き不足感が拡
大。
先行きは１０～１２月期（▲２１．４）、

２０２３年１～３月期（▲１８．５）と不足超
過が続く見込み。

＜製・商品在庫＞
足もとのＢＳＩ値は８．９と過剰局面が続く。
先行きについては、１０～１２月期は５．０、

２３年１～３月期は４．５と過剰感は改善に向
かう見込み。

＜資金繰り＞
足もとのＢＳＩ値は▲４．２と２期ぶりのマ

イナス。先行き１０～１２月期（▲０．７）、
２３年１～３月期（▲２．９）と「悪化超過」
局面が続く見込み。
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2023/1-3

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化
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４．仕入れコスト、物流コスト等の上昇について

（１）仕入や物流コスト等の上昇分の価格転嫁状況（単数回答）

―一部で価格転嫁は進みつつあるが、転嫁率が半分以下の企業が約半数
●原材料や資源・エネルギー価格の高騰、円安等による仕入れコストや物流コ
スト等の上昇分をどの程度価格転嫁できているか尋ねたところ、「転嫁でき
ていない（０％）」が１６．５％、「２５％未満」が１８．９％、「２５～
５０％未満」が１４．５％と、転嫁率が半分以下の企業が約半数であった。
他方、「５０～７５％未満」は１６．８％、「７５～１００％未満」は１

１．８％、「完全に転嫁（１００％）」は５．７％となり、約1／３の企業で
は価格転嫁が進みつつあることが示唆される。
●規模別にみると、半分以下しか転嫁できていない割合は、大企業で４７．０
％、中小企業は５２．２％と規模にかかわらず価格転嫁が難しい状況がわか
る。
●業種別にみると、多少なりとも価格転嫁できている企業（ 「完全に転嫁」
～「２５％未満」を「完全に転嫁」～「転嫁できていない（０％）」で除し
た値）は、製造業で８５．４％であるのに対し、非製造業では７６．９％に
とどまる。

転嫁できていない
(0%), 16.5%

25%未満, 
18.9%

25～50%未満, 
14.5%

50%～75%

未満, 
16.8%

75～100%

未満, 
11.8%

完全に転嫁
(100%), 

5.7%

仕入･物流ｺｽﾄに

変動なし, 2.0%

仕入や物流の利用が

ない, 7.4%
その他, 

4.0%

無回答, 2.4%

価格転嫁の状況

総   計 転嫁でき
ていない

(0%)

25%未満 25～50%
未満

50%～75%
未満

75～100%
未満

完全に転
嫁(100%)

マイナス
(減額等)

仕入･物
流ｺｽﾄに
変動なし

仕入や物
流の利用
がない

その他 無回答

件  数 297 49 56 43 50 35 17 0 6 22 12 7 

構成比 100.0 16.5 18.9 14.5 16.8 11.8 5.7 0.0 2.0 7.4 4.0 2.4 

件  数 134 18 22 23 18 14 6 0 2 14 10 7 

構成比 100.0 13.4 16.4 17.2 13.4 10.4 4.5 0.0 1.5 10.4 7.5 5.2 

件  数 163 31 34 20 32 21 11 0 4 8 2 0 

構成比 100.0 19.0 20.9 12.3 19.6 12.9 6.7 0.0 2.5 4.9 1.2 0.0 

件  数 108 15 23 21 28 14 2 0 0 0 2 3 

構成比 100.0 13.9 21.3 19.4 25.9 13.0 1.9 0.0 0.0 0.0 1.9 2.8 

件  数 189 34 33 22 22 21 15 0 6 22 10 4 

構成比 100.0 18.0 17.5 11.6 11.6 11.1 7.9 0.0 3.2 11.6 5.3 2.1 

大 企 業

総   計

非製造業

製造業

中小企業
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４．仕入れコスト、物流コスト等の上昇について

（２）十分な価格転嫁が難しい理由（（１）にて価格の転嫁割合が０％～１００％未満と回答した企業２３３社、当てはまるものを３つまで回答）

―「コスト上昇の速度が速く価格転嫁が追いつかない」が最多

総   計 取引先と
の価格交
渉の結果

取引先に
よる価格
維持要請

失注を懸
念

顧客や消
費者が価
格に敏感

ｺｽﾄ上昇
の速度が
速く価格
転嫁が追
いつかな

い

製品･ｻｰ
ﾋﾞｽにつ
いて他社
と差別化
できない

長期契約
で価格変
更が困難

価格交渉
していな

い

自社の交
渉力が弱

い

納品が
滞ってい

る

交渉の根
拠資料作
成が難し

い

業界全体
として転
嫁が進ん
でいない

その他 無回答

件  数 233 109 58 64 58 116 26 24 1 8 6 3 40 11 5 
構成比 100.0 46.8 24.9 27.5 24.9 49.8 11.2 10.3 0.4 3.4 2.6 1.3 17.2 4.7 2.1 
件  数 95 53 23 21 28 45 8 10 0 3 1 0 16 3 5 
構成比 100.0 55.8 24.2 22.1 29.5 47.4 8.4 10.5 0.0 3.2 1.1 0.0 16.8 3.2 5.3 
件  数 138 56 35 43 30 71 18 14 1 5 5 3 24 8 0 
構成比 100.0 40.6 25.4 31.2 21.7 51.4 13.0 10.1 0.7 3.6 3.6 2.2 17.4 5.8 0.0 
件  数 101 53 28 28 22 58 10 9 1 4 3 2 12 2 1 
構成比 100.0 52.5 27.7 27.7 21.8 57.4 9.9 8.9 1.0 4.0 3.0 2.0 11.9 2.0 1.0 
件  数 132 56 30 36 36 58 16 15 0 4 3 1 28 9 4 
構成比 100.0 42.4 22.7 27.3 27.3 43.9 12.1 11.4 0.0 3.0 2.3 0.8 21.2 6.8 3.0 

非製造業

総   計

大 企 業

中小企業

製造業

●仕入れコスト、物流コスト等の上昇
分の価格転嫁が難しい理由について尋
ねたところ、「コスト上昇の速度が速
く価格転嫁が追いつかない」が４９．
８％、「取引先との価格交渉の結果」
が４６．８％となった。
以下、「失注を懸念」が２７．５％

、「顧客や消費者が価格に敏感」、
「取引先による価格維持要請」が２４
．９％と続く。

2.1 

0.4 

1.3 

2.6 

3.4 

4.7 

10.3 

11.2 

17.2 

24.9 

24.9 

27.5 

46.8 

49.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

無回答

価格交渉していない

交渉の根拠資料作成が難しい

納品が滞っている

自社の交渉力が弱い

その他

長期契約で価格変更が困難

製品･ｻｰﾋﾞｽについて他社と差別化できない

業界全体として転嫁が進んでいない

取引先による価格維持要請

顧客や消費者が価格に敏感

失注を懸念

取引先との価格交渉の結果

ｺｽﾄ上昇の速度が速く価格転嫁が追いつかない

十分な価格転嫁が難しい理由
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４．仕入れコスト、物流コスト等の上昇について

（３）価格転嫁以外に取り組む対応策（当てはまるものを３つまで回答）

―「その他経費削減」が最多、「製商品・サービス内容の見直し」が続く

3.4 

2.0 

3.0 

3.7 

3.7 

4.7 

6.7 

6.7 

9.8 

14.1 

29.0 

32.3 

33.7 

41.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

事業縮小、撤退

その他

生産拠点の変更

仕入･物流ｺｽﾄ上昇の影響はない

人件費削減

特に取り組んでいない

仕入や物流の利用がない

省ｴﾈ設備の導入

新事業･他分野へ進出

調達品目の見直し(代替品等)

調達先や方法の変更

製商品･ｻｰﾋﾞｽ内容の見直し

その他経費削減

価格転嫁以外に取り組む対応策

総   計 製商
品･ｻｰ
ﾋﾞｽ内
容の見

直し

調達品
目の見
直し(代
替品等)

調達先
や方法
の変更

生産拠
点の変

更

人件費
削減

省ｴﾈ設
備の導

入

その他
経費削

減

新事
業･他
分野へ
進出

事業縮
小、撤

退

特に取
り組ん
でいな

い

仕入･
物流ｺｽ
ﾄ上昇
の影響
はない

仕入や
物流の
利用が
ない

その他 無回答

件  数 297 100 86 96 11 14 29 124 42 6 20 11 20 9 10 
構成比 100.0 33.7 29.0 32.3 3.7 4.7 9.8 41.8 14.1 2.0 6.7 3.7 6.7 3.0 3.4 
件  数 134 44 38 48 6 9 15 62 13 2 6 4 12 4 6 
構成比 100.0 32.8 28.4 35.8 4.5 6.7 11.2 46.3 9.7 1.5 4.5 3.0 9.0 3.0 4.5 
件  数 163 56 48 48 5 5 14 62 29 4 14 7 8 5 4 
構成比 100.0 34.4 29.4 29.4 3.1 3.1 8.6 38.0 17.8 2.5 8.6 4.3 4.9 3.1 2.5 
件  数 108 41 48 37 8 6 18 48 17 4 5 1 0 1 2 
構成比 100.0 38.0 44.4 34.3 7.4 5.6 16.7 44.4 15.7 3.7 4.6 0.9 0.0 0.9 1.9 
件  数 189 59 38 59 3 8 11 76 25 2 15 10 20 8 8 
構成比 100.0 31.2 20.1 31.2 1.6 4.2 5.8 40.2 13.2 1.1 7.9 5.3 10.6 4.2 4.2 

非製造業

総   計

大 企 業

中小企業

製造業

●仕入れコスト、物流コスト等の上昇を受け、価格
転嫁以外に取り組んでいる、または取り組む予定
の対応策について尋ねたところ、「その他経費削
減」が４１．８％で最多となった。以下「製商品･
サービス内容の見直し」（３３．７％）、「調達
先や方法の変更」（３２．３％）、「調達品目の
見直し（代替品等）」（２９．０％）が続く。

●規模別にみると中小企業は「新事業・他分野への
進出」が１７．８％と大企業の９．７％に比べ２
倍弱の回答があった。

●業種別にみると、製造業は「調達品目の見直し（
代替品等）」が４４．４％と非製造業の２０．１
％に比べ２倍以上の回答があった。
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【参考－BSI値の推移】
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▲ 120.0
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0.0

20.0

40.0
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80.0
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01年
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期

02年

4～6月

期

03年

4～6月

期

04年

4～6月

期

05年

4～6月

期

06年

4～6月

期

07年

4～6月

期

08年

4～6月

期

09年

4～6月

期

10年

4～6月

期

11年

4～6月

期

12年

4～6月

期

13年

4～6月

期

14年

4～6月

期

15年

4～6月

期

16年

4～6月

期

17年

4～6月

期

18年

4～6月

期

19年

4～6月

期

20年

4～6月

期

21年

4～6月

期

22年

4～6月

期

国内景気判断 自社業況判断

今回調査
２２年７～９月期

【参考資料】国内景気判断と自社業況判断の推移


